
運用要領別冊 

1 

 

特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領 

-農業分野の基準について- 

平成３１年３月 

法務省・農林水産省編 

 

（制定履歴） 

平成３１年３月２０日公表 

令和元年１１月２９日一部改正 

令和３年２月１９日一部改正 

令和４年８月３０日一部改正 

令和４年１０月２０日一部改正 

令和５年８月３１日一部改正 

令和６年２月１５日一部改正 

令和７年６月６日一部改正 

 

○ 法務大臣は、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。以

下「法」という。）第２条の４第１項に基づき、特定技能の在留資格に係る制

度の適正な運用を図るため、「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る基本方針」（平成３０年１２月２５日閣議決定）にのっとり、分野を所管す

る行政機関の長等と共同して、分野ごとに特定技能の在留資格に係る制度上

の運用に関する重要事項等を定めた特定技能の在留資格に係る制度上の運用

に関する方針を定めなければならないとされ、農業分野についても「農業分

野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」（平成３０

年１２月２５日閣議決定。以下「分野別運用方針」という。）及び「「農業分

野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」に係る運用

要領」（平成３０年１２月２５日法務省・警察庁・外務省・厚生労働省・農林

水産省。以下「分野別運用要領」という。）が定められました。 

○ また、法第２条の５の規定に基づく、特定技能雇用契約及び１号特定技能

外国人支援計画の基準等を定める省令（平成３１年法務省令第５号。以下「特

定技能基準省令」という。）及び出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号の基準を定める省令（平成２年法務省令第１６号。以下「上陸基準省令」

という。）においては、各分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と協

議の上、当該分野の事情に鑑みて告示で基準を定めることが可能となってい

るところ、農業分野についても、特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人

支援計画の基準等を定める省令の規定に基づき農業分野に特有の事情に鑑み
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て定める基準（平成３１年農林水産省告示第５２４号。以下「告示」という。）

において、農業分野固有の基準が定められています。 

○ 本要領は、告示の基準等の詳細についての留意事項を定めることにより、

農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の適正な運用を図ることを

目的としています。 
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第１ 特定技能外国人が従事する業務 

 

【関係規定】 

法別表第１の２「特定技能」の下欄に掲げる活動 

一 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約（第２条の５第１項

から第４項までの規定に適合するものに限る。次号において同じ。）に基づいて行う

特定産業分野（人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する

人材の確保を図るべき産業上の分野として法務省令で定めるものをいう。同号にお

いて同じ。）であつて法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める相当程度の

知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動 

二 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約に基づいて行う特定

産業分野であつて法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める熟練した技能

を要する業務に従事する活動 

特定技能基準省令第１条第１項 

出入国管理及び難民認定法（以下「法」という。）第２条の５第１項の法務省令で定

める基準のうち雇用関係に関する事項に係るものは、労働基準法（昭和２２年法律第

４９号） その他の労働に関する法令の規定に適合していることのほか、次のとおりと

する。 

一 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄に規定する

産業上の分野等を定める省令（平成３１年法務省令第６号）で定める分野に属す

る同令で定める相当程度の知識若しくは経験を必要とする技能を要する業務又は

当該分野に属する同令で定める熟練した技能を要する業務に外国人を従事させる

ものであること。 

分野別運用方針（抜粋） 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

（１）特定技能外国人が従事する業務 

特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）ア及び（２）アに定める

試験区分に対応し、それぞれ以下のとおりとする。 

ア 試験区分（３（１）ア関係）（１号特定技能外国人） 

（ア）耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等） 

（イ）畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等） 

イ 試験区分（３（２）ア関係）（２号特定技能外国人） 

（ア）耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）及び当該業務に関す

る管理業務 

（イ）畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）及び当該業務に関す

る管理業務 
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（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過渡に集中して就労すること

とならないようにするために必要な措置 

農業の特性に鑑み、かつ、豪雪地域等年間を通じた農業生産が維持できない農

村地域の事情を考慮し、特定技能外国人が従事可能な農業関連業務の範囲につい

て柔軟に対応する。 

分野別運用要領（抜粋） 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

１．特定技能外国人が従事する業務 

農業分野において受け入れる特定技能外国人が従事する業務は、以下のとおりとす

る。なお、いずれの場合も、当該業務に従事する日本人が通常従事することとなる関

連業務（例：農畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、冬場の除雪作業等）に付随

的に従事することは差し支えない。 

（１）１号特定技能外国人 

運用方針３（１）アに定める試験区分及び運用方針５（１）アに定める業務区

分に従い、上記第１の１（１）の試験合格又は下記２（１）の技能実習２号移行

対象職種・作業修了により確認された技能を要する業務（栽培管理、飼養管理、

農畜産物の集出荷・選別等の農作業）をいう。 

（２）２号特定技能外国人 

運用方針３（２）アに定める試験区分及び運用方針５（１）イに定める業務区

分に従い、上記第１の１（２）の試験合格及び実務経験により確認された技能を

要する業務をいう。 

 

【主たる業務】 

○ 農業分野において受け入れる特定技能外国人のうち、１号特定技能外国人

は相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務、２号特定技能外

国人は当該分野に属する熟練した技能を要する業務に従事することが求めら

れるところ、本要領別表に記載された試験の合格により確認された技能を要

する本要領別表に記載された業務に主として従事しなければならず、栽培管

理又は飼養管理の業務が従事する業務に含まれていることが必要です。 

○ 農業分野においては、１号特定技能外国人については耕種農業全般（栽培

管理、農産物の集出荷・選別等）又は畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集

出荷・選別等）に従事する者、２号特定技能外国人については耕種農業全般

又は畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務に従事する者を受け入れる

こととしていることから、試験等で立証されたこれらの能力を用いて幅広く

業務に従事する必要があります。 
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【関連業務】 

○ また、分野別運用要領に記載するとおり、当該業務に従事する日本人が通

常従事することとなる関連業務に付随的に従事することは差し支えありませ

ん。 

○ なお、特定技能所属機関において耕種農業又は畜産農業の業務に従事する

日本人が通常従事することとなる関連業務は、例えば、次のものが想定され

ます（注）。 

（注）専ら関連業務に従事することは認められません。 

① 特定技能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）が生産し

た農畜産物を原料又は材料の一部として使用する製造又は加工の作業 

② 特定技能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）による農

畜産物の生産に伴う副産物（稲わら、家畜排泄物等）を原料又は材料の

一部として使用する製造又は加工の作業 

③ 農畜産物（特定技能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）

が生産した農畜産物が含まれる場合に限る。）の運搬、陳列又は販売の作

業 

④ 農畜産物を原料又は材料として製造され、又は加工された物（特定技

能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）が生産した農畜産

物を原料又は材料の一部として使用し、製造され、又は加工された物が

含まれる場合に限る。）の運搬、陳列又は販売の作業 

⑤ 農畜産物の生産に伴う副産物を原料又は材料として製造され、又は加

工された物（特定技能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）

による農畜産物の生産に伴う副産物を原料又は材料の一部として使用

し、製造され、又は加工された物（たい肥等の肥料、飼料等）が含まれ

る場合に限る。）の運搬、陳列又は販売の作業 

⑥ その他特定技能所属機関（労働者派遣形態の場合は派遣先事業者）で

耕種農業又は畜産農業の業務に従事する日本人が通常従事している作

業（畜産農業と耕種農業を複合経営している特定技能所属機関（労働者

派遣形態の場合は派遣先事業者）において畜産農業の技能を有する特定

技能外国人が耕種農業の作業に従事する場合、冬場の除雪作業に従事す

る場合等） 

等 

 

【その他業務関係】 

○ 特定技能外国人が従事する業務には特定技能所属機関（労働者派遣形態の

場合は派遣先事業者）が受託して行うものを含みます。 
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○ なお、特定技能外国人が従事する業務が特定技能の在留資格に該当するか

は、在留期間中の活動全体を捉えて判断することとなります。 

○ 農業者（農家・農業法人）に雇用される場合だけでなく、特定技能外国人

が主として従事する業務（①耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選

別等）又は②畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等））を自ら行

う、又は農業者から請け負って行う、農業者等を構成員とする団体（ＪＡ、

酪農ヘルパー利用組合、コントラクター組織等）に雇用されて業務に従事す

ることもできます。 

 

【労働時間、休憩及び休日への配慮】 

○ 特定技能雇用契約は、特定技能基準省令第１条第１項に定めるとおり、労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）その他の労働に関する法令の規定に適

合している必要があります。農業については、日本人が従事する場合と同様

に、労働時間、休憩及び休日に関する労働基準法の規定は適用除外となりま

すが、特定技能外国人が、健康で文化的な生活を営み、職場での能率を長期

間にわたって維持していくため、特定技能外国人の意向も踏まえつつ、労働

基準法に基づく基準も参考にしながら、過重な長時間労働とならないよう、

適切に労働時間を管理するとともに、適切に休憩及び休日を設定しなければ

なりません。なお、労働基準法の規定の適用除外となるのは、労働時間、休

憩及び休日に関する規定だけであり、深夜勤務における深夜割増賃金やその

他の規定については適用除外にならないことにご留意ください。 

 

【相談窓口】 

○ 特定技能外国人を受け入れようとする場合に当該外国人に従事させようと

する業務が農業分野に該当するか否か不明な場合の問合せ先は次のとおりで

す。 

１ 地域別 

北海道農政事務所生産経営産業部担い手育成課 

代表：011-330-8800 

直通：011-330-8809 

FAX：011-520-3062 

東北農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：022-263-1111 

直通：022-221-6217 

FAX：022-722-7378 

関東農政局経営・事業支援部経営支援課 
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代表：048-600-0600 

直通：048-740-0394 

FAX：048-740-0081 

北陸農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：076-263-2161 

直通：076-232-4238 

FAX：076-234-3076 

東海農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：052-201-7271 

直通：052-223-4620 

FAX：052-201-1703 

近畿農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：075-451-9161 

直通：075-414-9055 

FAX：075-414-7345 

中国四国農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：086-224-4511 

直通：086-224-8842 

FAX：086-224-7713 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9912 

沖縄総合事務局農林水産部経営課 

代表：098-866-0031 

直通：098-866-1628 

FAX：098-860-1179 

２ 本省 

農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5193） 

直通：03-6744-2159 

FAX：03-3593-2612 

 

【確認対象の書類】 

＜直接雇用による場合＞ 

○ 農業分野において直接雇用形態で特定技能外国人の受入れを行う特定技能所属機
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関に係る誓約書（分野参考様式第１１－１号） 

＜派遣形態による場合＞ 

○ 農業分野において派遣形態で特定技能外国人の受入れを行う特定技能所属機関に

係る誓約書（分野参考様式第１１－３号） 

【留意事項】 

○ 特定技能外国人が農業分野で認められた業務に従事することが確認できるよう、

特定技能雇用契約は文書により締結し、職務内容を明確に定めることが必要です。 
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第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準等 

 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定技能１号） 

申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合するこ

と及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項及び第４項の規

定に適合すること並びに申請人に係る１号特定技能外国人支援計画が同条第６項及び第

７項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当していること。 

一 申請人が次のいずれにも該当していること。ただし、申請人が外国人の技能実習

の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）第２

条第２項第２号に規定する第２号企業単独型技能実習又は同条第４項第２号に規定

する第２号団体監理型技能実習のいずれかを良好に修了している者であり、かつ、

当該修了している技能実習において修得した技能が、従事しようとする業務におい

て要する技能と関連性が認められる場合にあっては、ハ及びニに該当することを要

しない。 

イ～ロ（略） 

ハ 従事しようとする業務に必要な相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有

していることが試験その他の評価方法により証明されていること。 

ニ 本邦での生活に必要な日本語能力及び従事しようとする業務に必要な日本語能

力を有していることが試験その他の評価方法により証明されていること。 

上陸基準省令（特定技能２号） 

 申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合するこ

と及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項（第２号を除

く。）及び第４項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当している

こと。 

 一 申請人が次のいずれにも該当していること。 

  イ～ロ （略） 

  ハ 従事しようとする業務に必要な熟練した技能を有していることが試験その他の

評価方法により証明されていること。 

  ニ （略） 

 二～七（略） 
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分野別運用方針（抜粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

農業分野において特定技能の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試験に

合格した者（２号特定技能外国人については実務経験の要件も満たす者）とする。 

また、特定技能１号の在留資格については、農業分野に関する第２号技能実習を修

了した者は、必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしているものとして取り扱

う。 

（１）１号特定技能外国人 

ア 技能水準（試験区分） 

（ア）「１号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

（イ）「１号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

イ 日本語能力水準 

（ア）「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

（イ）そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 

   技能水準（試験区分及び実務経験） 

  ア 試験区分 

  （ア）「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

  （イ）「２号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

  イ 実務経験 

    次のいずれかを満たすことを実務経験の要件とする。 

  （ア）農業の現場において複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理

する者としての実務経験 

  （イ）農業の現場における実務経験 

分野別運用要領（抜粋） 

第１ 特定産業分野において認められる人材の基準に関する事項 

 １．技能水準及び評価方法等 

 （２）「２号農業技能測定試験」（運用方針３（２）アの試験区分） 

   ア 技能水準及び評価方法（特定技能２号） 

   （技能水準） 

   （ア）「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

      当該試験への合格及び耕種農業の現場において複数の従業員を指導しなが

ら作業に従事し、工程を管理する者としての２年以上の実務経験又は耕種農

業の現場における３年以上の実務経験を要件とする。 

   （イ）「２号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

      当該試験への合格及び畜産農業の現場において複数の従業員を指導しなが
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○ １号特定技能外国人として農業分野の業務に従事する場合には、本要領別

表に記載された技能試験及び日本語試験の合格が必要です。 

○ また、１号特定技能外国人が従事する業務区分に応じ、本要領別表に記載

された職種・作業の技能実習２号を良好に修了した者については上記の試験

が免除されます。 

○ 本要領別表に記載された職種・作業以外の技能実習２号を良好に修了した

ら作業に従事し、工程を管理する者としての２年以上の実務経験又は畜産農

業の現場における３年以上の実務経験を要件とする。 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日本語能力の評価 

（１）農業分野において受け入れる１号特定技能外国人が、必要な技能水準及び日本語

能力水準を満たしているものとして取り扱う場合における業務内容と技能実習２号

移行対象職種において修得する技能との具体的な関連性については、次のとおりと

する。 

ア 運用方針５（１）ア（ア）の業務区分 

耕種農業に関連する第２号技能実習（耕種農業職種３作業：施設園芸、畑作・

野菜又は果樹）を良好に修了した者については、当該技能実習で修得した技能

が、１号特定技能外国人が従事する業務において要する技能と、作物の栽培管

理、安全衛生等の点で、技能の根幹となる部分に関連性が認められることから、

修得した技能が耕種農業の職種に属する作業のいずれに係るものであっても耕種

農業の業務で必要とされる一定の専門性・技能を有し、即戦力となるに足りる相

当程度の知識又は経験を有するものと評価し、上記第１の１（１）ア（ア）の試

験を免除する。 

イ 運用方針５（１）ア（イ）の業務区分 

畜産農業に関連する第２号技能実習（畜産農業職種３作業：養豚、養鶏又は酪

農）を良好に修了した者については、当該技能実習で修得した技能が、１号特定

技能外国人が従事する業務において要する技能と、家畜の飼養管理、安全衛生等

の点で、技能の根幹となる部分に関連性が認められることから、修得した技能が

畜産農業の職種に属する作業のいずれに係るものであっても畜産農業の業務で必

要とされる一定の専門性・技能を有し、即戦力となるに足りる相当程度の知識又

は経験を有するものと評価し、上記第１の１（１）ア（イ）の試験を免除する。 

（２）職種・作業の種類にかかわらず、第２号技能実習を良好に修了した者について

は、技能実習生として良好に３年程度日本で生活したことにより、ある程度日常会

話ができ、生活に支障がない程度の日本語能力水準を有する者と評価し、上記第１

の２（１）及び（２）の試験を免除する。 
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者については、国際交流基金日本語基礎テスト及び日本語能力試験（Ｎ４以

上）のいずれの試験も免除されます。 

○ ２号特定技能外国人として農業分野の業務に従事する場合には、本要領別

表に記載された技能試験の合格に加えて、以下の実務経験が必要です。 

・業務区分：耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）及び 

当該業務に関する管理業務 

耕種農業の現場において複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程

を管理する者としての２年以上の実務経験又は耕種農業の現場における３年

以上の実務経験 

この場合の「複数の作業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理する」

とは、自然条件の変化に応じて自らの判断により農作業を行うとともに、２

名以上の作業員を指導・監督し、作業工程を管理することを指し、指導を受

ける作業員の国籍、職責は問いません。また、複数の作業員を指導する期間

は必ずしも同一期間である必要はなく、繁閑期などの農業の特性により、管

理業務に従事した期間のうち一部指導を行わない期間があっても差し支えあ

りません。 

また、「耕種農業の現場における」実務とは、施設園芸、畑作・野菜、果樹

等の耕種農業の現場において、自然条件の変化に応じて自らの判断により農

作業に従事した経験を指します。 

  ・業務区分：畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）及び 

当該業務に関する管理業務 

畜産農業の現場において複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程

を管理する者としての２年以上の実務経験又は畜産農業の現場における３年

以上の実務経験 

この場合の「複数の作業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理する」

とは、家畜の個体や畜舎環境の変化に応じて自らの判断により農作業を行う

とともに、２名以上の作業員を指導・監督し、作業工程を管理することを指

し、指導を受ける作業員の国籍、職責は問いません。また、複数の作業員を

指導する期間は必ずしも同一期間である必要はなく、飼養衛生管理などの畜

産の特性により、管理業務に従事した期間のうち一部指導を行わない期間が

あっても差し支えありません。 

また、「畜産農業の現場における」実務とは、養豚、養鶏、酪農等の畜産農

業の現場において、家畜の個体や畜舎環境の変化に応じて自らの判断により

農作業に従事した経験を指します。 

 

【確認対象の書類】 
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＜特定技能１号の場合＞ 

○ 試験合格者の場合 

・技能水準を証するものとして次のいずれか 

１号農業技能測定試験（耕種農業全般）の合格証明書の写し 

１号農業技能測定試験（畜産農業全般）の合格証明書の写し 

・日本語能力を証するものとして次のいずれか 

国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写し 

日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の種類にかかわらず、技能実習２

号を良好に修了した者は、国際交流基金日本語基礎テスト及び日本語能力試験

（Ｎ４以上）のいずれの試験も免除されます。 

○ 本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２号修了者の場合 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格している場合 

農業技能評価試験（専門級）の実技試験の合格証明書の写し 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格していない場合 

技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の「第４章第１節（３）

技能水準に関するもの」を御参照ください。 

＜特定技能２号の場合＞ 

○ 技能水準を証するものとして次のいずれか 

・２号農業技能測定試験（耕種農業全般）の合格証明書の写し 

・２号農業技能測定試験（畜産農業全般）の合格証明書の写し 

【留意事項】 

＜特定技能１号＞ 

○ 技能実習２号を良好に修了したとして技能試験の合格等の免除を受けたい場合に

は、技能実習２号を良好に修了したことを証するものとして、技能実習２号修了時

の農業技能評価試験（専門級）の実技試験の合格証明書の提出が必要です。 

○ 農業技能評価試験（専門級）の実技試験に合格していない場合（技能実習法施行

前の旧制度の技能実習生を含む。）には、技能試験及び日本語能力試験を受験し合格

するか、実習実施者が作成した技能等の修得等の状況を評価した文書の提出が必要

です。 

＜特定技能２号＞ 

○ ２号農業技能測定試験受験の際に、上記実務経験の有無を確認します。詳細は、

試験実施機関へご確認ください。 
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第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準 

 

【関係規定】 

特定技能基準省令第２条第１項 

法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合特定技能雇用契約の適正な

履行の確保に係るものは、次のとおりとする。 

九 外国人を労働者派遣等の対象としようとする本邦の公私の機関にあっては、次の

いずれにも該当すること。 

イ 外国人を労働者派遣等の対象としようとする本邦の公私の機関が、次のいず

れかに該当し、かつ、外国人が派遣先において従事する業務の属する特定産業

分野を所管する関係行政機関の長と協議の上で適当であると認められる者であ

ること。 

(1) 当該特定産業分野に係る業務又はこれに関連する業務を行っている者であ

ること。 

(2) 地方公共団体又は(1)に掲げる者が資本金の過半数を出資していること。 

(3) 地方公共団体の職員又は(1)に掲げる者若しくはその役員若しくは職員が役

員であることその他地方公共団体又は(1)に掲げる者が業務執行に実質的に関

与していると認められる者であること。 

(4) 外国人が派遣先において従事する業務の属する分野が農業である場合にあ

っては、国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１６条の５第

１項に規定する特定機関であること。 

ロ 外国人を労働者派遣等の対象としようとする本邦の公私の機関が、第１号か

ら第４号までのいずれにも該当する者に当該外国人に係る労働者派遣等をする

こととしていること。 

十三 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に

係るものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大

臣と協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合

すること。 

分野別運用方針（抜粋） 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

（２）特定技能所属機関等に対して特に課す条件 

イ 労働者派遣形態の場合、次の要件を満たすこと。 

（ア）特定技能所属機関となる労働者派遣事業者は、農業現場の実情を把握して

おり特定技能外国人の受入れを適正かつ確実に遂行するために必要な能力を

有していること。 

告示 
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農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定め

る省令第２条第１項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準は、特定

技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人

である場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次のいずれにも該当するこ

ととする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の

特定技能の項の下欄第１号又は第２号に掲げる活動を行おうとする外国人を労働

者派遣（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）第２条第１号に

規定する労働者派遣をいう。以下同じ。）の対象とするものではない場合にあっ

ては、労働者を６月以上継続して雇用した経験又はこれに準ずる経験を有するこ

と。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号又は

第２号に掲げる活動を行おうとする外国人を労働者派遣の対象とする場合にあっ

ては、労働者を６月以上継続して雇用した経験を有する者又は派遣先責任者講習

その他これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者（労働者派遣法第４１条に

規定する派遣先責任者をいう。）として選任している者に当該外国人に係る労働

者派遣をすることとしていること。 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議

会（以下「協議会」という。）の構成員であること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力

を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定する必要な協力を行う者に当該

外国人に係る労働者派遣をすることとしていること。 

六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあ

っては、第４号に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委託していること。 

七 特定技能雇用契約に基づき特定技能外国人を農業分野の実務に従事させたとき

は、当該特定技能外国人からの求めに応じ、当該特定技能外国人に対し、当該契

約に係る実務経験を証明する書面（その作成に代えて電磁的記録を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。）を交付し、又は提供すること。 

 

【労働者派遣事業者の要件（特定技能基準省令）】 

○ 農業分野において労働者派遣形態により特定技能外国人を受け入れること

ができる労働者派遣事業者は、特定技能基準省令第２条第１項第９号に定め

るとおり、以下の①～④のいずれかに該当し、かつ、法務大臣が農林水産大

臣と協議の上で適当であると認められる者になります。 
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① 農業又は農業に関連する業務を行っている者であること 

② 地方公共団体又は①に掲げる者が資本金の過半数を出資していること 

③ 地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しくはその役員若しくは職員が

役員であることその他地方公共団体又は①に掲げる者が業務執行に実質的

に関与していると認められる者であること 

④ 国家戦略特別区域法第１６条の５第 1 項に規定する特定機関であること 

○ ①の「農業を行っている者」とは、農業経営を行う者を指します。これに

該当すると認められる場合としては、農業委員会等から発行された耕作証明

書、営農証明書のほか、農畜産物の出荷に係る伝票や納品書の写し等が提出

されていることが想定されます。また、「農業に関連する業務を行っている

者」とは、農畜産物の集荷、加工、販売、営農・技術指導を行う生産者団体

等を指し、これに当たり得るものとしては、例えば、農業協同組合、農業協

同組合連合会、農業者が組織する事業協同組合等が想定されます。 

○ ②において、地方公共団体及び①に掲げる者の両者が出資している場合に

は、その合計が資本金の過半数になっていれば差し支えありません。 

○ ③の「業務執行に実質的に関与していると認められる」場合としては、例

えば、当該事業者の業務方法書等において「地方公共団体の職員又は①に掲

げる者若しくはその役員若しくは職員」が農業分野に関する業務の運営に指

導や助言等を行うことにより関与することとされていること等が想定され

ます。 

  なお、農業分野において、労働者派遣形態により特定技能外国人を受け入

れる限りにおいては、「業務執行に実質的に関与していると認められる者」

は、継続して業務執行に実質的に関与しなければなりません（そうでない場

合、労働者派遣事業者は、労働者派遣事業者としての該当性を失うことにな

ります。）。 

○ ④の「特定機関」は、「国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業における

特定機関等に関する指針」（平成２９年１２月１５日内閣総理大臣決定）第

４による特定機関の基準適合性についての確認を受けており、かつ、適正に

外国人農業支援人材を派遣先農業経営体に派遣したことがある特定機関で

あることが必要です。なお、当該事業の終了をもって④の該当性を失うもの

ではありません。 

○ また、労働者派遣事業における派遣先の対象地域については派遣元責任者

が日帰りで派遣労働者からの苦情の処理を行い得る地域とされていること

が必要であるところ、労働者派遣形態による特定技能外国人の受入れについ

ては、派遣先の対象地域が苦情処理を含めた外国人労働者の雇用管理を適切

に行うことができる範囲となっていることが必要です。 
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○ なお、適正な在留管理を図る観点から、労働者派遣事業者として適当と認

められる期間は３年間とし、当該期間が経過した場合には、改めて、その該

当性について確認することとなります。 

 

【農業分野の固有の基準（告示）】 

○ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準として、農業分野に特有

の事情に鑑みて特定技能基準省令第２条第１項第１３号に基づき告示をもっ

て定めたものです。 

[雇用経験等] 

○ 農業者等が特定技能所属機関として特定技能外国人を直接雇用する場合、

当該農業者等は、過去５年以内に同一の労働者（技能実習生を含む。）を少な

くとも６か月以上継続して雇用した経験（法人の場合、業務を執行する役員

が個人事業主として雇用した経験も含まれます。）又はこれに準ずる経験が

なければなりません。 

○ これに準ずる経験とは、過去５年以内に６か月以上継続して労務管理に関

する業務に従事した経験をいいます。 

  これに当たり得るものとしては、子が農業経営を行う親の下で労務管理に

関する業務を行っていた場合や労務管理に関する業務の経験がある農業法人

の従業員が新たに独立する場合等が想定されます。 

○ また、労働者派遣による場合には、派遣先は、過去５年以内に同一の労働

者（技能実習生を含む。）を少なくとも６か月以上継続して雇用した経験があ

るか、又は派遣先責任者講習その他労働者派遣法における派遣先の講ずべき

措置等の解説が行われる講習（例えば、都道府県労働局が実施する派遣先向

けの講習等）を受講した者を派遣先責任者として選任していることが必要と

なります。 

[農業特定技能協議会] 

○ 特定技能所属機関は、農業分野の特定技能外国人を受け入れる場合には、

当該特定技能外国人に係る在留諸申請の前に、農林水産省が設置する農業分

野における特定技能外国人の受入れに関する協議会（「農業特定技能協議会」）

に加入しなければなりません。 

○ 加入に当たっては、農業特定技能協議会の定める方法により申請すること

となります。加入手続の詳細は農林水産省にお問い合わせください。 

○ また、加入後は、農業特定技能協議会に対し、必要な協力を行わなければ

ならず、これを行わない場合には、基準に適合しないことから、特定技能外

国人の受入れができないこととなります。 

○ 特定技能外国人から農業分野に係る実務経験を証明する書面の交付を求め
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られた場合は、当該機関における実務経験を証明する書面（電磁的記録を含

む。）の交付又は提供をしなければならず、これを行わない場合は、基準に適

合しないことから、特定技能外国人の受入れができないこととなります。 

○ 労働者派遣による場合には、派遣先は、農業特定技能協議会に対し、必要

な協力を行うものでなければなりません。 

○ 特定技能所属機関が１号特定技能外国人支援計画の実施を登録支援機関に

委託する場合には、当該登録支援機関は、農業特定技能協議会に対し、必要

な協力を行うものでなければなりません。 

○ なお、農業特定技能協議会に関する問合せ先は次のとおりです。 

１ 地域別 

北海道農政事務所生産経営産業部担い手育成課 

代表：011-330-8800 

直通：011-330-8809 

FAX：011-520-3062 

東北農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：022-263-1111 

直通：022-221-6217 

FAX：022-722-7378 

関東農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：048-600-0600 

直通：048-740-0394 

FAX：048-740-0081 

北陸農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：076-263-2161 

直通：076-232-4238 

FAX：076-234-3076 

東海農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：052-201-7271 

直通：052-223-4620 

FAX：052-201-1703 

近畿農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：075-451-9161 

直通：075-414-9055 

FAX：075-414-7345 

中国四国農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：086-224-4511 
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直通：086-224-8842 

FAX：086-224-7713 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9912 

沖縄総合事務局農林水産部経営課 

代表：098-866-0031 

直通：098-866-1628 

FAX：098-860-1179 

２ 本省 

農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5193） 

直通：03-6744-2159 

FAX：03-3593-2612 

 

【確認対象の書類】 

＜直接雇用による場合＞ 

○ 農業分野において直接雇用形態で特定技能外国人の受入れを行う特定技能所属機

関に係る誓約書（分野参考様式第１１－１号） 

○ 農業特定技能協議会の構成員であることを確認できる書類 

○ 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合は、登

録支援機関誓約書（分野参考様式第１１－４号） 

＜派遣形態による場合＞ 

○ 農業分野において派遣形態で特定技能外国人の受入れを行う特定技能所属機関に

係る誓約書（分野参考様式第１１－３号） 

○ 農業特定技能協議会の構成員であることを確認できる書類 

○ 派遣先事業者誓約書（分野参考様式第１１－２号） 

○ 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合、登録

支援機関誓約書（分野参考様式第１１－４号） 

○ 労働者派遣事業許可証の写し 

＜労働者派遣の要件①に該当する場合＞ 

○ 定款、登記事項証明書、有価証券報告書、営農証明書、耕作証明書、農畜産物の出

荷に係る伝票や納品書の写し等、農業又は農業に関連する業務を行っていることが

確認できる書類 

＜労働者派遣の要件②に該当する場合＞ 
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○ 有価証券報告書、株主名簿の写し等資本金の出資者を明らかにする書類 

＜労働者派遣の要件③に該当する場合＞ 

○ 役員名簿等、地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しくはその役員若しくは職

員が役員であることが確認できる書類又は業務方法書、組織体制図等、地方公共団

体又は①に掲げる者が業務執行に実質的に関与していることが確認できる書類 

＜労働者派遣の要件④に該当する場合＞ 

○ 特定機関基準適合通知書の写し 

〇 派遣契約書の写し、巡回指導・監査の結果報告書の写し等、適正に外国人農業支

援人材を派遣したことがあることが確認できる書類 

【留意事項】 

○ 各誓約書に記載されている誓約事項を遵守することができなくなった場合は、そ

の旨を地方出入国在留管理局及び農林水産省に報告する必要があります。 

○ 令和６年６月１５日以降、地方出入国在留管理局に対する在留諸申請の際には、

初めて特定技能外国人を受け入れる場合であっても、農業特定技能協議会の構成員

であることを明らかにする書類の提出が必要です。 

〇 労働者派遣については、「特定技能外国人受入れに関する運用要領」第５章第１節

第１（５）及び第２節第１（12）の基準にも適合していることが求められます。 
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第４ 適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に係る基準 

 

【関係規定】 

特定技能基準省令第２条第２項 

法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合１号特定技能外国人支援計

画の適正な実施の確保に係るものは、次のとおりとする。 

七 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に係

るものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣

と協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合す

ること。 

告示 

農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定め

る省令第２条第１項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準は、特定

技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人

である場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次のいずれにも該当するこ

ととする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の

特定技能の項の下欄第１号又は第２号に掲げる活動を行おうとする外国人を労働

者派遣（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）第２条第１号に

規定する労働者派遣をいう。以下同じ。）の対象とするものではない場合にあっ

ては、労働者を６月以上継続して雇用した経験又はこれに準ずる経験を有するこ

と。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号又は

第２号に掲げる活動を行おうとする外国人を労働者派遣の対象とする場合にあっ

ては、労働者を６月以上継続して雇用した経験を有する者又は派遣先責任者講習

その他これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者（労働者派遣法第４１条に

規定する派遣先責任者をいう。）として選任している者に当該外国人に係る労働

者派遣をすることとしていること。 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議

会（以下「協議会」という。）の構成員であること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力

を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定する必要な協力を行う者に当該

外国人に係る労働者派遣をすることとしていること。 

六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあ
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っては、第４号に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委託していること。 

七 特定技能雇用契約に基づき特定技能外国人を農業分野の実務に従事させたとき

は、当該特定技能外国人からの求めに応じ、当該特定技能外国人に対し、当該契

約に係る実務経験を証明する書面（その作成に代えて電磁的記録を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。）を交付し、又は提供すること。 

 

○ 適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に係る基準として、

農業分野に特有の事情に鑑みて特定技能基準省令第２条第２項第７号に基づ

き告示をもって定めたものです。 

○ 基準の内容については、「第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に

係る基準」と同様のものとなっています。 

 

【確認対象の書類】 

○ 「第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準」と同様 

【留意事項】 

○ 「第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準」と同様 

 



共通（特定技能１号・２号） 特定技能２号

職種 作業

施設園芸

畑作野菜

果樹

【特定技能２号】
耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出
荷・選別等）及び当該業務に関する管理業
務

２号農業技能測定試験（耕種農業全般）

養豚

養鶏

酪農

【特定技能２号】
畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出
荷・選別等）及び当該業務に関する管理業
務

２号農業技能測定試験（畜産農業全般）

（注）修了した技能実習２号の職種・作業の種類にかかわらず、技能実習２号を良好に修了した者は、国際交流基金日本語基礎テスト及び日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試験も免除
されます。
（注）特定技能２号については、技能試験の合格に加えて、実務経験要件（耕種農業若しくは畜産農業の現場において複数の作業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理する者としての
２年以上の実務経験又は耕種農業若しくは畜産農業の現場における３年以上の実務経験）が課せられています。

畜産農業
【特定技能１号】
畜産農業全般
（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）

１号農業技能測定試験（畜産農業全
般）

【経過措置】
「特定技能の在留資格に係る制度の運
用に関する方針の一部変更について」
（令和５年６月９日閣議決定）による変
更前の運用方針３（１）に掲げる試験の
うち、下記に掲げる試験に合格した者
は、１号農業技能測定試験（畜産農業
全般）に合格したものとみなす。

農業技能測定試験（畜産農業全般）

国際交流基金日本語基礎テスト

又は

日本語能力試験（Ｎ４以上）

別表（農業）

特定技能１号

特定技能外国人が従事する業務区
分

技能水準及び評価方法等 日本語能力水準及び評価方法等
試験免除等となる技能実習２号

技能水準及び評価方法等

【特定技能１号】
耕種農業全般
（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）

１号農業技能測定試験（耕種農業全
般）

【経過措置】
「特定技能の在留資格に係る制度の運
用に関する方針の一部変更について」
（令和５年６月９日閣議決定）による変
更前の運用方針３（１）に掲げる試験の
うち、下記に掲げる試験に合格した者
は、１号農業技能測定試験（耕種農業
全般）に合格したものとみなす。

農業技能測定試験（耕種農業全般）

耕種農業

国際交流基金日本語基礎テスト

又は

日本語能力試験（Ｎ４以上）

1



分野参考様式第１１－１号（特定技能所属機関：直接雇用） 

 

農業分野において直接雇用形態で特定技能外国人の受入れを行う 

特定技能所属機関に係る誓約書 

 

出入国在留管理庁長官 殿 

 

特定技能所属機関 

氏名又は名称 

住    所 

特定技能外国人 

氏    名 

性    別 

国籍・地域 

生 年 月 日 

 

記 

農業分野における上記の特定技能外国人を受け入れるに当たり、以下の事項について誓約します。 

【誓約事項】 

１ １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の
表の特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号に係るものに限る。）をもって在留す
る外国人をいう。）に従事させる業務が、耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）又は
畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）であること。 

 
２ ２号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の
表の特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第２号に係るものに限る。）をもって在留す
る外国人をいう。）に従事させる業務が、耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）又は
畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）及び当該業務に関する管理業務であること。 

 
３ 過去５年以内に同一の労働者を６か月以上継続して雇用した経験又はこれに準ずる経験を有す
ること（該当する項目を記入すること。）。 
① ア 雇用経験が６か月以上ある場合  

雇用した時期：  年  月  日 ～  年  月  日  
   イ 法人として雇用経験が６か月に満たないものの、業務を執行する役員が個人事業主として

雇用経験が６か月以上ある場合 
     業務を執行する役員の氏名：         
     雇用した時期：  年  月  日 ～  年  月  日 
 ② これに準ずる経験（労務管理の経験）がある場合（①の条件を満たしていない場合） 
     労務管理の経験のある者（※）の氏名：         
     労務管理に従事した時期：  年  月  日 ～  年  月  日 
     労務管理をした機関名：         
     ※法人の場合は業務を執行する役員に限る。 
 
４ 農林水産省が設置する農業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会（以下「農業特 

定技能協議会」という。）の構成員であること。  
 
５ 農業特定技能協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力を行

うこと。 
 
６ 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあっては、５に規定

する必要な協力を行う登録支援機関に委託していること。 
 
７ 特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の



特定技能の在留資格をもって在留する外国人をいう。）からの求めに応じ、実務経験を証明する
書面（電磁的記録を含む。）を交付し、又は提供すること。 

（注１）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野

を所管する関係行政機関の長に対し、報告を行うこと。 

（注２）農業特定技能協議会の構成員であることを確認できる書類を添付すること。 

 

作成年月日      年  月  日 

 

作成責任者              



分野参考様式第１１－２号（派遣先事業者） 
 

派遣先事業者誓約書 
 

特定技能所属機関 宛 
 

派遣先事業者 
氏名又は名称 
所  在  地 

 
記 

農業分野における特定技能外国人の労働者派遣を受けるに当たり、以下の事項について誓約します。 
【誓約事項】 
１ １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の

特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号に係るものに限る。）をもって在留する外国人を
いう。）に従事させる業務が、耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）又は畜産農業全般（飼
養管理、畜産物の集出荷・選別等）であること。 

 
２ ２号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の

特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第２号に係るものに限る。）をもって在留する外国人を
いう。）に従事させる業務が、耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）又は畜産農業全般（飼
養管理、畜産物の集出荷・選別等）及び当該業務に関する管理業務であること。 

 
３ 次のいずれかに該当する者であること（該当する項目を丸で囲むこと）。 

① 過去５年以内に同一の労働者を６か月以上継続して雇用した経験がある者 
 （雇用した時期：  年  月  日 ～  年  月  日 ） 

② 派遣先責任者講習その他これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者として選任している者 
 （講習の名称： 

受講した日：   年  月  日 
受講した場所：                  ） 

 
４ 農業特定技能協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力を行うこ

と。 
 
５ 次のいずれにも該当する者であること。 

① 労働、社会保険及び租税に関する法令の規定を遵守していること。 
② 特定技能雇用契約の締結の日前１年以内又はその締結の日以後に、特定技能雇用契約において外国
人が従事することとされている業務と同種の業務に従事していた労働者（次に掲げる者を除く。）を
離職させていないこと。 
イ 定年その他これに準ずる理由により退職した者 
ロ 自己の責めに帰すべき重大な理由により解雇された者 
ハ 期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）の期間満了時に当該有期労働契約
を更新しないことにより当該有期労働契約を終了（労働者が当該有期労働契約の更新の申込みをし
た場合又は当該有期労働契約の期間満了後遅滞なく有期労働契約の締結の申込みをした場合であっ
て、当該有期労働契約の相手方である特定技能所属機関が当該労働者の責めに帰すべき重大な理由
その他正当な理由により当該申込みを拒絶することにより当該有期労働契約を終了させる場合に限
る。）された者 

ニ 自発的に離職した者 
③ 特定技能雇用契約の締結の日前１年以内又はその締結の日以後に、当該特定技能雇用契約の相手方
である特定技能所属機関の責めに帰すべき事由により外国人の行方不明者を発生させていないこと。 

④ 次のいずれにも該当しないこと。 
イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起
算して５年を経過しない者 

ロ 次に掲げる規定又はこれらの規定に基づく命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を  
終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 
⑴  労働基準法第１１７条（船員職業安定法第８９条第１項又は労働者派遣法第４４条第１項の



規定により適用される場合を含む。）、第１１８条第１項（労働基準法第６条及び第５６条の
規定に係る部分に限る。）、第１１９条（同法第１６条、第１７条、第１８条第１項及び第３
７条の規定に係る部分に限る。）及び第１２０条（同法第１８条第７項及び第２３条から第２
７条までの規定に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第１２１条の規定 

⑵ 船員法（昭和２２年法律第１００号）第１２９条（同法第８５条第１項の規定に係る部分に
限る。）、第１３０条（同法第３３条、第３４条第１項、第３５条、第４５条及び第６６条（同
法第８８条の２の２第４項及び第５項並びに第８８条の３第４項において準用する場合を含
む。）の規定に係る部分に限る。）及び第１３１条（第１号（同法第５３条第１項及び第２項、
第５４条、第５６条並びに第５８条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第３号に係る部分
に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第１３５条第１項の規定（これらの規定が船
員職業安定法第９２条第１項の規定により適用される場合を含む。） 

⑶ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第６３条、第６４条、第６５条（第１号を除く。）
及び第６６条の規定並びにこれらの規定に係る同法第６７条の規定 

⑷ 船員職業安定法第１１１条から第１１５条までの規定 
⑸ 法第７１条の３、第７１条の４、第７３条の２、第７３条の４から第７４条の６の３まで、第

７４条の８及び第７６条の２の規定 
⑹ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４０条の規定及び同条の規定に係る同法第４２

条の規定 
⑺ 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭

和４１年法律第１３２号）第４０条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定及び当該規定
に係る同条第２項の規定 

⑻ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号）第４９条、第５０条及
び第５１条（第２号及び第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規
定 

⑼ 賃金の支払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号）第１８条の規定及び同条の規
定に係る同法第２０条の規定 

⑽ 労働者派遣法第５８条から第６２条までの規定 
⑾ 港湾労働法（昭和６３年法律第４０号）第４８条、第４９条（第１号を除く。）及び第５１条
（第２号及び第３号に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 
⑿ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進

に関する法律（平成３年法律第５７号）第１９条、第２０条及び第２１条（第３号を除く。）
の規定並びにこれらの規定に係る同法第２２条の規定 

⒀ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第
７６号）第６２条から第６５条までの規定 

⒁ 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）第３２条、第３３条及び第
３４条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第３５条の規定 

⒂ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９
号。以下「技能実習法」という。）第１０８条、第１０９条、第１１０条（同法第４４条の規定
に係る部分に限る。）、第１１１条（第１号を除く。）及び第１１２条（第１号（同法第３５条
第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第１１号までに係る部分に限る。）の規定並
びにこれらの規定に係る同法第１１３条の規定 

⒃ 労働者派遣法第４４条第４項の規定により適用される労働基準法第１１８条、第１１９条及
び第１２１条の規定、船員職業安定法第８９条第７項の規定により適用される船員法第１２９条
から第１３１条までの規定並びに労働者派遣法第４５条第７項の規定により適用される労働安
全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第１１９条及び第１２２条の規定 

ハ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第５
０条（第２号に係る部分に限る。）及び第５２条の規定を除く。）により、又は刑法（明治４０
年法律第４５号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条の２、第２２２条若しくは
第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯した
ことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か
ら起算して５年を経過しない者 

ニ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第２０８条、第２１３条の２若しくは第２１４条第１
項、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第１５６条、第１５９条若しくは第１６０条第１項、
労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第５１条前段若しくは第５４条第１項（同法
第５１条前段の規定に係る部分に限る。）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第１
０２条、第１０３条の２若しくは第１０４条第１項（同法第１０２条又は第１０３条の２の規定
に係る部分に限る。）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）第
４６条前段若しくは第４８条第１項（同法第４６条前段の規定に係る部分に限る。）又は雇用保
険法（昭和４９年法律第１１６号）第８３条若しくは第８６条（同法第８３条の規定に係る部分
に限る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな
くなった日から起算して５年を経過しない者 

ホ 精神の機能の障害により特定技能雇用契約の履行を適性に行うに当たっての必要な認知、判断



及び意思疎通を適切に行うことができない者 
ヘ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ト 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消され、当該取消しの日から起算して
５年を経過しない者 

チ 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第
３号の規定により実習認定を取り消された場合については、当該法人がロ又はニに規定する者に
該当することとなったことによる場合に限る。）において、当該取消しの処分を受ける原因とな
った事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら
に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し
業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと
認められる者を含む。ヲにおいて同じ。）であった者で、当該取消しの日から起算して５年を経
過しないもの 

リ 特定技能雇用契約の締結の日前５年以内又はその締結の日以後に、次に掲げる行為その他の出
入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をした者 
⑴ 外国人に対して暴行し、脅迫し又は監禁する行為 
⑵ 外国人の旅券又は在留カードを取り上げる行為 
⑶ 外国人に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行為 
⑷ 外国人の外出その他私生活の自由を不当に制限する行為 
⑸ ⑴から⑷までに掲げるもののほか、外国人の人権を著しく侵害する行為 
⑹ 外国人に係る出入国又は労働に関する法令に関して行われた不正又は著しく不当な行為に

関する事実を隠蔽する目的又はその事業活動に関し外国人に法第３章第１節若しくは第２節
の規定による証明書の交付、上陸許可の証印若しくは許可、同章第４節の規定による上陸の許
可若しくは法第４章第１節若しくは第２節若しくは第５章第３節の規定による許可を受けさ
せる目的で、偽造若しくは変造された文書若しくは図画若しくは虚偽の文書若しくは図画を行
使し、又は提供する行為 

⑺ 特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関連して、保証金の徴収若しく
は財産の管理又は当該特定技能雇用契約の不履行に係る違約金を定める契約その他不当に金
銭その他の財産の移転を予定する契約を締結する行為 

⑻ 外国人若しくはその配偶者、直系若しくは同居の親族その他当該外国人と社会生活において
密接な関係を有する者との間で、特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関
連して、保証金の徴収その他名目のいかんを問わず金銭その他の財産の管理をする者若しくは当
該特定技能雇用契約の不履行について違約金を定める契約その他の不当に金銭その他の財産の
移転を予定する契約を締結した者又はこれらの行為をしようとする者からの紹介を受けて、当該
外国人と当該特定技能雇用契約を締結する行為 

⑼ 法第１９条の１８の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をする行為 
⑽ 法第１９条の２０第１項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示をせず、若
しくは虚偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による質問
に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若
しくは忌避する行為 

⑾ 法第１９条の２１第１項の規定による処分に違反する行為 
ヌ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴
力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」
という。） 

ル 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人がイからヌ
まで又はヲのいずれかに該当するもの 

ヲ 法人であって、その役員のうちにイからルまでのいずれかに該当する者があるもの 
ワ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨当該分野を所管する関係行政機関の長

及び特定技能所属機関に対し、報告を行うこと。 
 

作成年月日        年  月  日 
 

作成責任者                



分野参考様式第１１－３号（特定技能所属機関：派遣形態） 

 

農業分野において派遣形態で特定技能外国人の受入れを行う 

特定技能所属機関に係る誓約書 

 

出入国在留管理庁長官 殿 

 

特定技能所属機関 

氏名又は名称 

住    所 

特定技能外国人 

氏    名 

性    別 

国籍・地域 

生 年 月 日 

 

記 

農業分野における上記の特定技能外国人を受け入れるに当たり、以下の事項について誓約します。 

【誓約事項】 

１ 次のいずれかに該当すること（該当する項目を丸で囲むこと）。 

① 農業分野に係る業務又はこれに関連する業務を行っている者であること。 

② 地方公共団体又は①に掲げる者が資本金の過半数を出資していること。 

③ 地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しくはその役員若しくは職員が役員であることその他

地方公共団体又は①に掲げる者が業務執行に実質的に関与していると認められる者であること。 

④ 国家戦略特別区域法第１６条の５第１項に規定する特定機関であること。 

     【農業支援外国人材の受入れ実績】 

①受入れ開始日（  年  月  日） 

②受入れ人数（  人） 

 

２ 特定技能基準省令２条１項第１号から第４号までのいずれにも該当する者に当該外国人に係る労働

者派遣をすることとしていること。 

 

３ 過去５年以内に同一の労働者を６か月以上継続して雇用した経験を有する者又は派遣先責任者講習

その他これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者（労働者派遣法第４１条に規定する派遣先責任

者をいう。）として選任している者に当該外国人に係る労働者派遣をすることとしていること。 

 

４ 農林水産省が設置する農業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会（以下「農業特定技

能協議会」という。）の構成員であること。 

 

５ 農業特定技能協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力を行うこ

と。 



 

６ ５に規定する必要な協力を行う者に当該外国人に係る労働者派遣をすることとしていること。 

 

７ 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあっては、５に規定する

必要な協力を行う登録支援機関に委託していること。 

 

８ 特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の特定

技能の在留資格をもって在留する外国人をいう。）からの求めに応じ、実務経験を証明する書面（電磁

的記録を含む。）を交付し、又は提供すること。 

 

（注１）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野

を所管する関係行政機関の長に対し、報告を行うこと。 

（注２）添付書類として次の書類を提出すること。 

  【共通】 

・労働者派遣事業許可証の写し 

・農業特定技能協議会の構成員であることを確認できる書類 

【１①に該当する事業者】 

   ・定款、登記事項証明書、有価証券報告書、営農証明書、耕作証明書、農畜産物の出荷に係る伝票

や納品書の写し等、農業又は農業に関連する業務を行っていることが確認できる書類 

  【１②に該当する事業者】 

   ・有価証券報告書、株主名簿の写し等資本金の出資者を明らかにする書類 

  【１③に該当する事業者】 

   ・役員名簿等、地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しくはその役員若しくは職員が役員であるこ

とが確認できる書類又は業務方法書、組織体制図等、地方公共団体又は①に掲げる者が業務執行に

実質的に関与していることが確認できる書類 

  【１④に該当する事業者】 

   ・特定機関基準適合通知書の写し 

   ・派遣契約書の写し、巡回指導・監査の結果報告書の写し等、適正に外国人農業支援人材を派遣したこ

とがあることが確認できる書類 

 

 

 

 

作成年月日        年  月  日 

 

作成責任者                



分野参考様式第１１－４号（登録支援機関） 

 

登録支援機関誓約書 

 

出入国在留管理庁長官 殿 

登録支援機関 

    氏名又は名称 

    住    所 

     特定技能所属機関 

氏名又は名称 

住    所 

特定技能外国人  

氏    名 

性    別 

国籍・地域 

生 年 月 日 

 

記 

農業分野における上記の特定技能所属機関が雇用する特定技能外国人に係る１号特定技能外国人支援

計画の実施の委託を受けるに当たり、以下の事項について誓約します。 

【誓約事項】 

農林水産省が設置する農業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会が行う情報の提供、

意見の聴取、調査その他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨当該分野を所管する関係行政機関の長

及び特定技能所属機関に対し、報告を行うこと。 

 

 

 

作成年月日        年  月  日 

 

作成責任者                 


